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は じ め に
本稿は,も っぱら小樽市職員の労働 関係上の実務を素材 として,任 用か ら,
その個別的労働条件決定と変更,職 員団体への加入,労 働条件に関する紛争の
個別的及び集団的法的解決システム,そ して職の喪失に至る過程の法的構成 を
概観 しつつ労働条件決定システムを叙述するものである。これは,従 来の 「地
方公務員法」論の著述が,行 政組織法論1)や行政手段論2)の視点か らなされて
いることに対 し,地方公務員労働者 としての小樽市 「職員」の立場から見た,「職
員」への任用から,そ の身分喪失 までの過程における労働条件決定 システムを
法的に構成 し記述することを試みようとするものである。3)
1)田 中二郎 『新版行政法下1(全 訂第二版)』(1969年)3頁
2)塩 野宏 『行政法 皿』(1995年)2頁
3)労 働法でこのような時系列を基本 とした試みを行ったのは, 中窪裕也 ・野田進 ・
〔123〕
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本稿は,地 方公務員労働者の労働条件決定システムの法律的構成を,実 証的
にまた理論的に考察することを目的 とする4)。その方法としては,地 方公共団
体の個別的事例 として小樽市職員の場合を取 り上げて,そ の具体的検討 を踏ま
えた上で,地 方公務員に一般的な法理論問題の考察に至るという方法をとるこ
ととする。なお,本 稿の表題で使用する労働条件及び労働者 という法概念は,
労働基準法(以 下 「労基法」 という。)1条及び9条 の用語であるが,こ の規
定は,地 方公務員たる小樽市職員にも適用 される(労 基法58条3項)。また,
労働条件決定システムとは,労 働法学上の用語であ り,私企業労働者の労働条
件決定システムは労使対等決定(労 基法2条1項)と 強行法規による規制を主
とするが,地 方公務員労働者のそれ と様相を異にしてお り,後者のそれは 「勤
務条件条例主義」 と称する一つの法的構造を成 してお り独 自の解明を行 う意義
を有 してい る。
本稿は,労働法学の立場か ら考察するものであ り,労働法上の労使対等決定
原則 と強行法規による規制 という労働条件決定 システムの視角で検討 した場合
和 田肇 『労働法の世界(第3版)』(1999年)であ り,同 書 は,「個別的か集団的
かで論 じるよりは,総 合的に有機的な関連づけのもとで考 えるほうが,問 題の核
心 に迫るうえで有効である」 として,「労働者の職業生活の展開を体系の基点に
お く」(4頁)構 成 によっている。
4)最 近の研究として,香 川孝三 「公共部門における労働条件の決定 ・変更」講座21
世紀の労働法第3巻 『労働条件の決定 と変更』(2000年)222頁参照。ただ し,同
論文の 目的は,「公務員の労働条件の決定や変更のシステム」の機能の考察と,「今
後運営上あるいは制度上 どのように改革を行 うべ きかを検討する」 としてお り,
「公務員についての勤務条件決定制度についての解釈論は行わない」(222頁)と
している。同論文は,こ のような観点から,「考慮すべ きこことして次の4点 が
あげられる」とし,① 国家公務員の場合は 「官民均衡」,地方公務員の場合は 「国
公均衡 と官民均衡」,② 財政政策 との調整,③ 「どれだけ職員団体の意向を
反映 させ るか」,④ 「優秀な人材 を集め,そ の能力を有効活用するために,ど
のようにその処遇 を認めるべ きか」 を指摘 して,地 方公共団体の当局が公務員の
労働条件の決定 ・変更 を提案す るに際 しての考慮事項 を挙げている(228頁～229
頁)。それに対 して,筆 者が論述する本論文は,地 方公務員の労働条件が決定 さ
れるシステムの法的構成を叙述するものであ り,地 方公共団体の当局の人事管理
上の考慮事項 という一面を考察するものではなく,当 局 と職員団体の交渉,議 会
の条例制定など全体の法的根拠 とその実態の問題点を考察するものである。
地方公務員労働者における労働条件決定システムの法的研究 ・上 125
に,地 方公務員の労働条件決定システムは,労働法のそのような原則 とどのよ
うな同一性を有 し,あ るいは逆にそれからどの ように排除され,区 別され,変
形を受けあるいは特殊化 されるかを実態に即 して明らかにすることを目指す。
労働法上の労働条件決定システムにおいては,使用者と個別労働者の労働契約
としての個別合意を基本としつつ,労基法等の強行法規による規制の範囲内で,
労働組合法(以 下 「労組法」 という。)上の争議権 を担保 にした労働組合の団
体交渉による労働協約を通ずる集団的な規制,使 用者の設定する就業規則,ま
た労働慣行などがその決定要素 として挙げられる。 しか し,地方公務員の労働
条件決定要素については,そ もそも職員 としての任用の法的性質が労働契約で
あるか どうかが公務員法論上の大 きな争点である5)。また,一一me職における労
働協約締結権の否認(地 公法55条2項)や争議権の否認(地 公法37条1項)が
あり,使用者の設定する就業規則は適用除外(地 公法58条3項)となって,代
わ りに議会の議決による条例や任命権者が一方的に制定する規則や訓令があ
る。なお,労 働慣行はヤミ給与等 として一切認め られない。このように民間企
業の労働者に適用 される労働条件決定システムと地方公務員労働者 に適用 され
るそれとは大 きな違いを有 している。本稿では,こ の相違点を強調するのでは
なく,む しろ相違点を明確 にしなが らも,労働法学上の労働条件決定システム
の一般的視角から整理すると,地 方公務員の場合はどのような法律上の問題点
を持つかを実態 に即 して明確にしようとするものである。それを踏 まえた法理
論的整理検討については,次 の研究の課題 とするものである。
こうした研究 目的 と方法を選択する筆者の問題関心は,第 一に,地 方公務員
労働者の個別的労働条件の決定システムを法律的に構成して理論的問題を解明
したいとい うことにある。さらに,第 二に,地 方公務員法上の職員団体6)が,
5)藤 田宙靖 『行政組織法』(1994年)247頁以下で,任 用行為の法的性質について,
相手方の合意にどの ような法的効果が結びつ くかで,通 説である行政行為説と,
それに反対する契約説があ り,後 者はさらに公法契約説や労働契約説があるとす
る。
6)職 員団体 は,地 公法52条1項の 目的,2項 の対象,3項 の組織の性格 と管理職員
等,4項 の管理職員等の定め,及び5項 の適用除外職員の規定に適合す る団体で,
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職員の労働条件決定にあたって一つの関係行為者 としての現実的役割を担 って
いることか ら,集団的労働関係法上の観点からそれはどのような権利義務 を有
しているか,理 論的にどのような可能性を有しているのか等を解明 したいとい
うことにある。
研究対象 となる範囲の法源は,地 公法,労 基法及び小樽市条例規則等があげ
られ,そ こにおいて登場する関係行為者(ア クター)と しては,ま ず労働者側
においては,い くつかの職区分がある。 しかし本考察では,人 数的に最 も多数
で,ま た労働条件適用場面において典型と考えられる 「一般職」の職員(地 公
法3条2項)を 中心 として,さ らにその労働条件決定場面 において大 きな役割
を果たす 「職員団体」の権利義務に及ぶものとする。その他 に,使用者側 とし
ての 「任命権者」及び 「管理職等」,公平委員会並びに市議会等にも及ぶ。こ
れ らの検討においては,小樽市の職員の労働条件決定システムに登場する関係
行為者の具体的場合 を素材にする。以下で特に断わ らない限 り,本論で記述す
る職場実態は,すべて小樽市の現場についてのことである。
以上の視点か ら,本稿の構成はつ ぎのように展開される。一では,小樽市職
員の労働条件の適用法規を概観 し,そ の決定過程の舞台 としての小樽市行政機
構 と,そ こに登場 して決定システムの中で何 らかの役割を果たす任命権者や職
員団体等の関係行為者の法的役割 とその実態を明らかにする。二では,小 樽市
職員として任用されることによ り個別的労働条件適用の出発点に立つことの実
態を述べて,そ の決定方法としての勤務条件条例主義に至る。三では,労働条
件決定過程で大きな役割 を果たす職員団体への加入 と集団的労働基本権の内容
と実態を記述する。四では,職 員の個別的労働条件決定システムの機能する典
型 として,賃 金の場合を例 にして具体的決定過程の法的意義 と実態の問題点を
同法53条1項により公平委員会に登録申請 し,5項により適合の通知を受けた団
体をいう。小樽市の場合は,小樽市職員団体の登録に関する条例(昭和41年条例
第28号),小樽市管理職員等の範囲を定める規則(昭和41年公平委規則第2号)
に定めがある。職員団体の名称(地公法53条2項1号)は,○○職員組合あるい
は○○職員労働組合として登録されており,本論では実態を叙述する場合は職員
組合という。
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指摘する。五では,労 働条件決定 システムが十分に機能せず紛争に至 る場合の
集団的解決システム と,特 に職員団体の争議権行使の実態 を明 らかにしてその
問題点 を挙げる。
一.職員の労働条件決定過程の適用法規及びその関係行為者
1.労働条件適用法規概観
小樽市職員の個別的労働条件にどのような法源が適用 されるか,そ してそれ
が決定 される現場である行政機構 と,そ こに登場する関係行為者の法律上の根
拠と実態的にどのような問題点を抱えているかを解明することが,本 節の課題
である。
地方公務員に適用 される法規は,実 務上で,地 公法が根本法規であり最高法
規であるとされている7)。しか し,地方公務員の適用法上の位置づけは,憲 法
92条の地方 自治の本旨,同94条の地方公共団体の権能 と条例制定権が根本にあ
り,それを受けた地方 自治法172条1項の 「吏員その他の職員」配置規定,及
び同条4項 の 「第1項 の職員 に関する…身分取扱に関 しては,こ の法律に定め
るもののを除 く外,地 公法の定めるところによる」 との規定から導かれ,ま た
地公法1条 の法律の目的規定 自体 にも憲法92条と関連 して 「地方自治の本旨の
実現に資す ること」が盛 り込 まれており,憲法 と地方自治法が基本となる。
さらに,本 稿の主題である地方公務員の労働条件決定システムに係わる視点
からすると,地方公務員は,法 的には憲法28条の労働基本権規定に言うところ
の 「勤労者」 に該当するとい うのが学説判例の一致 した見解である8)。
7)藤 井貞夫 『地方公務員法逐条解説』(1950年)64頁では,立 法作業 に携 わった立
場か ら,地 公法2条 の効力規定の趣 旨として,「地方公務員制度についての根本
法規 として,且 つ,最 高の法規であるという性格 を,特 に明かにすることが必要
であると認め られた」 と述べ る。
8)菅 野和夫 『労働法』(第5版)弘 文堂(1999年)は,「公務員 も憲法28条の 『勤労
者』であることは,最高裁において,国鉄弘前機関区判決以来一貫 して認め られ,
今 日では学説 ・判例上争いなき命題 となっている」(21頁)とする。
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地公法は,地 方公務員の 「職」 を 「一般職」と 「特別職」に分け(同 法3条
1項),その 「一般職」を 「特別職に属する職以外の一切の職」 と定義 してい
る(同条2項)。その上で,地公法は,「一般職に属するすべての地方公務員(以
下 『職員』 という。)に適用する」(同法4条1項)と して,同 法の適用範囲を
明確に している。したがって,地 公法の適用範囲が最初に問題なりうるが,こ
れについては,「法律 に特別の定めがある場合 を除 く外,特 別職に属す る地方
公務員には適用 しない」(同法4条2項)と して,特 別職に属する地方公務員
への適用 を排除 している9)。従って,具 体 的には,「特別職に属す る職」 に該
当するか否かが地公法の適用範囲を画することになる。その例を,小樽市の場
合であげると,市長,市 会議員,農 業委員,選 挙管理委員,助 役,収 入役,監
査委員,公 平委員,教育委員,固 定資産評価員,公 営企業管理者,審 議会委員,
「臨時又は非常勤の顧問,参与,調査員,嘱 託員及びこれらに準ずる者の職」,
非常勤消防団員の職等である(同 法3条3項)。 さらに,「旧失業対策事業従事
者」で規定の職 も 「特別職」 とされる(地 公法附則21項)。しかし,「特別職」
に属する職の中でも,人 数的にも多 く,「パー ト」,「非常勤職員」又は 「非正
規職員」と称 されて,労働法上でも検討することに現実的意義の高いものは,「嘱
託員」(同法3条3項3号)で ある。この嘱託員は,地 公法22条5項の 「臨時
職員」 と並んで,地 方公共団体 に勤務する,地 公法上の 「正規職員」 と称され
る者以外の労働者では,大 きな層を形成 している10)。
9)裁判例 も,地公法4条2項 が,「特別職の公務員に本法の適用 を排除 しているが,
これは特別職の公務員の性格上,同 法を適用することが不合理であることに基づ
くものであるか ら,非 常勤講師につ き,本 法上の身分保障の規定の適用がないか
らといって,直ちに憲法15条,92条に反するとはいえない」(昭38・5・28水戸地 ・
行裁例集14・5・1099)とする。
10)公務員制度における 「非正規職員」 に関する法律問題の最近の研究 は,川 田琢之
「公務員制度 における非典型労働力の活用に関する法律問題」(1999)法協116・
9・1401(一),116・10・1615(二),116・11・1763(三・完)が ある。なお,
川田論文では,地 方公務員法上の 「非正規職員」 を,特 別職の嘱託員等(第3条
3項3号),以 下は一般職 としての,臨 時的任用(第22条),パー トタイム及び期
限付正式任用(第17条),日々雇用,定 年退職者の再任用(第28条の4),大 学教
員任期法の任期付大学教員を挙げている(法 協116・10・1643)。
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また,地公法上の 「職員」の うち,特例 として別に法律で定められるものは,
公立学校の教職員,単純な労務に雇用される者及びその他がある(同法57条)。
それぞれ,教 育公務員特例法,地 方公営企業法,地 方公営企業労働関係法が定
められている。なお,こ こでいう単純な労務に雇用 される者には,地 方公営企
業労働関係法(以 下 「地公労法」 という。)が適用される(地 公労法17条5項)
が11),この特例規定によって も地公法上の 「一般職 に属する職」であること
に変わ りはない12)。
また,警 察職員及び消防職員についても,地公法52条5項に職員団体の適用
排除規定があ り,…警察法55条及び消防組織法12条に特例規定が設けられている。
小樽市職員で団結権が否認 されるのは消防職員であるが,実 際には,「消防行
政研究会」 という法外団体 を組織 して,一 般職の職員団体 と連絡調整を行って
お り,賃金労働条件要求の個別課題で交渉以外の任意活動を行っている13)。
地方公務員の労働条件 と述べてきたが,地 公法上は,「労働条件」 とい う文
言は使用されていない。地公法の条文上は,「給与,勤務時間その他の勤務条件」
(地公法第3章 第4節),「分限及び懲戒」(同第5節),「服務」(同第6節),「研
修及び勤務成績の評定」(同第7節)及 び 「福祉及び利益の保護」(同第8節)
その他 に明示の規定がある。本稿は,こ れら全体を,労 働法上の労働にあたっ
て定め られ る様々な条件に相当す るもの として労働条件(労 基法1条)と 呼
ぶ14)。
11)かつて「単純 な労務に雇用 される一般職に属する地方公務員の範囲を定める政令」
(昭26・2・15政令25号)に11項目にわたって定められていたが,地 公労法附則
8項(現5項)に よ り,地公法附則21項の規定が削除され,昭27・10・1本政令
は失効 した。しか し,実務上はこの政令 の規定に基づいて解釈 してさしつかえな
い とされて(昭37・3・23自治丁公30),地公労法が準用される。
12)裁判例 も,地 公法57条について,「本条 に規定するいわゆる単純労務職員たる現
業地方公務員は,そ の任用,分 限および懲戒等の身分取扱について本法の適用 を
みるものであるから,そ の勤務関係の性質は,民 間労使間の関係 と同様の私法関
係 であるということはで きない」(昭53・2・28福岡地 ・労民集29・1・111)と
する。
13)独自の規約,方 針,財 政,執 行機関たる役員及び意思決定機関を有 して,団 体活
動を行う実態が認め られる。(後述三.1.参 照)。
14)菅野和夫,前 掲書 『労働法』(第5版)は,労 働法学上の労働条件の定義 として,
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なお,地 公法58条3項により,労基法1条 は,「職員」 に適用除外 とはなら
ない。
労働条件の決定 システムとは労働法学上の用語であるが15),その中で大 き
な役割を果たす原則である労基法2条の労使対等決定原則は,地公法58条3項
により地方公務員たる一般職には適用除外 となっている。地公法24条6項は,
「職員の給与,勤務時間その他の勤務条件は,条 例で定める」 としてお り,労
使対等決定ではなく 「勤務条件条例主義」を定めて,勤 務条件の決定が議会の
議決によることを定める。 この原則は,国 家公務員の場合16)も含めて,「勤務
条件法定主義」 という17)。地方公務員法を中心 として,小 樽市職員等の適用
法規の一覧を整理すると,その 「職」 区分ごとに以下の図表1.の とお りとな
る18)。なお,小 樽市 としての行政組織の中で現実 に勤務する労働者は,こ れ
らの外 に,「委託職員」という,業務委託 した事業者の労働者 も同じ職場内で勤
務 しているが,こ れ らは考察対象から除外する。
「労働契約関係における労働者の待遇の一切をいい,た とえば災害補償,安 全衛
生,福 利厚生な どに関する諸条件 を含む。『解雇』に関する条件(基 準)も 『労
働条件』 に含 まれるとするのが定説である。… これに対 し 『雇入れ』(『採用』)
に関する条件がそれに入るか どうかについては争いがあ り,否定説が通説 ・判例
である。」(140頁)とする。
15)和田 ・野田 ・中窪前掲 『労働法の世界』(第3版)で は,「労働条件の決定システ
ム」 とい う表題で,労 使対等決定原則(労 基法2条1項),労 基法な どの強行法
規性 を踏まえて記述する(27頁～41頁)。
16)国家公務員の場合,給 与 については 「法律 に定められる給与準則」(国家公務員
法63条1項)に より,勤 務時間等については,一一般職の職員の勤務時間,休 暇等
に関する法律 に定めがあ り,そ の他国家公務員法16条による人事院規則及び人事
院指令によって詳細な定めがある。
17)阿部泰隆 ・中西又三 ・乙部哲郎 ・晴山一穂 『地方公務員法入門』(1983年)60頁
18)図表 について,一 般職の中には,別 に教育長 も含まれる(昭26・3・13地自公発
66)。また,一 般職,特 別職いずれ にも該当 しない職 もあ り,例 えば,法 令条例
に根拠のない要綱委員(行 革懇話会委員等),委嘱者(公 園管理人)な どである。
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図表1. 小樽市職員(一般職 ・特別職)労働条件 ・労働基本権等の法的根拠
No.1
職
区
分
労働条件 ・労
働基本権等
職 名(職 種区分)
事務吏員
技術吏員
消防吏員
(消防職員)
企業職員
(水道局職員)
雇員(技能職員,
労務職員)
一
般
職
(
地
公
法
3
②
)
職の法的根拠 自治法172①
地公法3②
消防組織法14の
3.4
地公企法15 自治法172,
地 公法57
任用手続 地公法17,
小樽市職員任用規則
地公法17,
小樽市消防職員
任用規定
地公法17,
小樽市企業職員
任免規定
地公法17,
小樽市職員任用
規則
団結権等 地公法52(職員団体),
労組法,労調法適用除外
地公法52⑤
団結権否認
地公労法5
労働組合
地公労法附則
5,同法5準用
団体交渉権,
協約締結権
地公法55①,
協約否認につき同法55
②,ただし書面協定あり
地公法52⑤
適用除外
地公労法7,
協定制限 につ き
同法8,9,10
同左
争議行為禁止 地公法37 同左 地公労法11 同左
給与等 自治法204,地公法24最
賃法適用除外(地公法第
58条)
小樽市職員給与条例
同左 同左 同左
厚生制度 地公法42
小樽市職員福利厚生規則
同左 同左 同左
健康保険年金
制度
地公法43
地公共済法
同左 同左 同左
公務災害労災
適用補償制度
地公法45
地公災法
職員賞慰金支給条例
同左,消防賞じ
ゅっ金等条例
地公法45,地公
災法,職員賞慰
金支給条例
同左
雇用保険 適用除外(地公法) 同左 同左 同左
育児休業 育児休業法52,
小樽市職員育児休業条例
同左 同左 同左
労働安全衛生 労安衛法,ただし地公法
58で一部適用除外
小樽市職員安全衛生規則
同左 同左 同左
労働基準法 労基法,ただし地公法58
で一部適用除外
同左 同左 同左
労働時間制度 地公法24⑤
小樽市職員勤務時問条例
同左 同左 同左
定数制度 自治法172③
小樽市職員定数条例
同左 同左 同左
定年制度 地公法28②
小樽市職員定年条例
同左 同左 同左
分限懲戒 地公法27
小樽市職員分限条例
小樽市職員懲戒条例
同左 同左 同左
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図表1. 小樽市職員(一般職 ・特別職)労働条件 ・労働基本権等の法的根拠N
o.2
職
区
分
労働条件・労
働基本権等
職 名(職 種 区 分)
市 長
助 役
収入役
市 会
議 員
常勤
監査
委員
公営企業
管 理 者
(水道局
長)
嘱 託 員
(週29時
間以内)
臨 時
職 員
委 嘱 者
(顧問弁
護士)
付属機関
委員(法
令,条例
による)
特
別
職
(
地
公
法
3
皿
)
職の法的根拠 地公法3
皿①
同左 同左 地公法3
皿①2
地公法3
皿③
地公法
22
地公法3
皿②
同左
任用手続 自治法 同左 同左 同左 自由職安
法
自由職
安法
団結権等 地公労法 地公労
法
団体交渉権,
協約締結権
同上 同上
争議行為禁止 同上 同上
給与等 自 治 法
2041特
別職給与
条例
自治法
2031
議員報
酬条例
公営企業
管理者給
与等条例
自治 法
2031報
酬等条例
同左 同左 同左
厚生制度 地公法42 地公法42
健康保険年金
制度
地公共済 政管健
保,
地公共済 政 管 健
保,厚生
年金
同左
公務災害労災
適用補償制度
公務災
害条例
非常勤職
員公災条
例
同左 同左 同左
雇用保険 適用 同左
育休法
労安衛法 適用 適用
労基法 適用 適用
労働時問制度 労基法 勤務時
聞条例
定数制度
定年制度
更新制度(法
外事実)
1年更新
で最大60
歳
6月更
新通算
1年
分限懲戒
※ 空欄は特段の条例規則等がないか,または不明であることを示す。
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2.労働条件決定過程における関係行為者
(1)小樽市行政機構概要
前節で述べた小樽市職員の労働条件に適用される法規のもとで,そ の決定
過程 に関係する行為者 を一覧するにあた り,その前提 としてその関係行為者
が活動する場 としての小樽市行政機構 を図式化すると以下の図表2.の とお
りである19)。
これらの行政機構の規定が,職 員の労働条件決定過程で意味を持ってくるの
は,第 一に,地 公法6条1項によって,「職員の任命,休 職,免 職及び懲戒等を
行 う権限を有するものとする」と定められる 「任命権者」が特定されることに
ある。すなわち,職員が,市 長部局から,教育委員会,市議会,選 挙管理委員
会,監 査委員事務局へ配置換 になることは,任 命権者の変更であり,「出向」
として取 り扱われる。また,市 長部局の職員の身分を保持 したままで,農業委
員会,公平委員会の職員にも任命 されることは 「併任」として取 り扱われる(小
樽市職員の任免等の発令に関する規程3条)場 合 もある。しかし,これらの 「出
19)その法的根拠は,地方自治法その他に定めがあり,その中でも職員の任命権者が
市長である機構 を「市長部局」と称し,この執行機関組織(地方自治法158条7項)
や,水道局(地方公営企業法9条1項1号),議会事務局(地方自治法138条1項
2号),教育委員会(同法180条の5第1項,180条の8,地方教育行政法18条),
選挙管理委員会(地方自治法180条の5第1項,181条1項),監査委員(同法180
条の5第1項,同 法195条1項),公平委員会(同法180条の5第1項,同 法202条
の2第2項,地 公法12条5項),農業委員会(地方自治法180条の5第3項,同 法
202条の2第4項,農 業委員会法3条,同 法20条),固定資産評価審査委員会(地
方自治法180条の5第3項,地 方税法423条1項)などが規定されている。これら
の執行機関は,市長の所轄の下に,執行機関相互の連絡を図ることとされる(地
方自治法138条の3第2項)。
これらに基づいて,小樽市は,市長部局については小樽市事務分掌条例(昭和
48年条例第36号)が,その他は,小樽市水道局事務分掌規定(昭和35年企業規程
第8号),小樽市消防本部及ぶ消防署設置等条例(昭和45年条例第20号),小樽市
議会事務局条例(昭和25条 例第55号),小樽市教育委員会組織及び事務分掌規
則(昭和54年教委規則第1号),小樽市選挙管理委員会事務取扱規程(平成元年
選挙規程第3号),小樽市監査委員事務局規程(平成5年監査訓令第1号),小樽
市公平委員会処務等に関する規則(昭和28年公平委規則第1号),小樽市農業委
員会事務局処務規程(昭和35年農委規程第1号),小樽市固定資産評価審査委員
会細則(昭和26年評価委細則第1号)が,行 政機構 の具体的定めを置いている。
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向」,「併任」は,任命権者の変更等を伴なうものの,例 えば港湾部から土木部
への市長部局内部の配置換 と同 じ意味の一般的な人事異動として取 り扱われて
おり,職員の任命等の権限を有する任命権者の変更は,行 政機構内部での一般
的な配置換以上の意義を実態として有 していない。従って,労働法上では,雇
用契約の一方当事者である使用者が,労 働者の承諾な くその契約上の権利を第
三者に譲渡することはできないとされているが(民 法625条第1項),小樽市職
員の場合にこのような例に該当する職員の 「承諾」は,行政組織全体の中での
任命権者の変更にあたっては特に必要とされない20)。
第二に,図 表2.に 示 した行政機構 の右端欄の部局の中には,そ れぞれ各
「課」及びその下の各 「係」が置かれてお り,職 員は,各部局の○○課○○
係までその所属が明示 された上で配属される。いずれにしても,職員は,行
政機構の中で具体的な部課係に配属 さることによって,は じめて職員た りう
るのであ り,行政機構の中の職に位置づけのない者は職員たりえないことに
なる(地 公法第17条第1項 参照)。この点では,「職」 と 「職員」 との区別が
重要 な意味を有 してお り2ユ),例えば,市 長部局であれば,市 民部戸籍住民
20)人事異動の実務においては,事 務的準備のために数 日前 に内示が行われている。
21)国家公務員の場合 には,こ の区別 を,「官職」 と 「職員」 の名称で明 らか にして
いる(国 公法第2条 第4項)。 なお国公法のこの区別については,佐 藤功 ・鶴美
良一郎 『公務員法』(1954年)日本評論社66頁以下参照。同書によると,「従来の
官吏制度においては,『官』の観念 と 『職』の観念 とが区別されていた。すなわち,
或る者を官吏に任命するとい うことは,そ の者に官吏 という身分 を与 えるという
ことと,そ の官吏が具体的に担任すべ き職務の内容 と範囲 とを明らかにす るとい
うこととの二つのことが らを含 むのであるが,従 来においては,通 常,任 命行為
はただその者に官吏たる身分を与えることであ り,そ の官吏が具体的にいかなる
職務を担任するか ということを定めるのは,別 の行為を必要 とした。その行為を
補職 と称 した。…国家公務員法においては,以 上のような官吏の観念 を国家公務
員とい う観念に切 り換 え,そ の結果 として,『官』 と 『職』 との右のような区別
も消滅 し,国 家公務員はすべて何 らかの 『職』を割 り当てられることになる。…
以上述べて きたことは国家公務員法が全面的に働いた場合に予定 された 『職』の
観念についてであり,そ れは職階制が確立 ・実施されそれに基づ く任用 ・給与等
の制度が全面的に実現 した後の制度についてであった。 しかるに現在はいまだな
お職階制は全面的に実施 されてお らず,そ の意味で従来の官吏制度か ら新国家公
務員制度への移 り変 りの過渡期 にあるもの と認められる。」(66頁から68頁)
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課窓口係が 「職」であ り,そ こに配属 された事務吏員○川○子がその 「職」
を占める 「職員」であるというがごときである。
第三に,地 公法上の 「職階制」が厳密 には確立 していない状況が半世紀近
く続 くなかで22),その実態 としては,職 員は,行 政機構 中の一定の 「職」
に配属されるものの,それが固定的なものであるとは理解 されていない。個々
人は,「職員」 として採用 されるが,「職」 として採用されるものとはみなさ
れない。前記の例でいうと,小樽市職員 として事務吏員に採用 されるのであ
り,戸籍住民課の窓口係員として採用されるものではない。このことが,職
員の労働条件決定 との関連で どのような意義を有するのかを付言すると,「職
員」 は労働条件 に密着 した概念であり,「職」は行政機構の中での職務内容
に着 目した概念である,と 実態 として理解 され,「職」の変更は労働条件の
変更を意味 しない ものとする実態上の取 り扱いがなされている。 もっとも,
別の実態 としては,い わゆる現業職(図 表1.の 技能職員及び労務職員の占
める職をいう。)として採用 される場合,具 体的な 「職」そのものが労働条
件の一部 とされる場合がある。例えば,現 業職である給食調理員が他部局の
運転手に職種換 えとなる場合には,職 名換 とは見なされず,「職」の変更そ
の ものであ りなが ら,同 時に労働条件変更で もあると観念 される23)。職名
22)小樽市は,人 事委員会を置かず,公 平委員会を置 く地方公共団体であるので,地
公法第23条の適用 を受 けないので,職 階制 を採用することは出来ない。ただ し,
行政実務上は,い わゆる職務分類制度を適宜採用するのはさしつかえない とされ
ている(昭27・5・6地 自公発131)。
23)「職」の変更は,実 務上では,小 樽市職員の任免等の発令に関する規程2条 の 「採
用」,「職名換」,「職種換」,「配置換」及び 「役職換」 として現 われる。同規程3
条5号 によ り,「採用」 は現に職員でない者を 「職員」 に任命す ることである。
同条8号 により,「職名換」 は,事 務吏員,技 術吏員及び雇員の間の変更であ り,
「職員」の採用辞令書記載内容の変更にあた り,い かなる場合 も労働条件変更 と
して,本 人同意 を要す る。同規程3条9号 により,「職種換」 は,事 務職員(2
職種),技術職員(36職種),技能職員(19職種)及 び労務職員(10職種)の 同一
区分内の変更であ り,労働条件変更に該当するか否かは労使交渉によって定 まる。
本文の現業職の職種変更 とは,技 能職員及び労務職員の中での職種変更をいい,
行政機構の中での職務内容の変更に過 ぎないが,実 態 として労働条件変更として
労使交渉で取 り扱われる。 「配置換」及び 「役職換」 は,同 規程3条6号 及び7
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換 とは,事 務職を現業職に変更 したり,事務職を技術職にした りする場合を
いい,労 働条件変更に該当する。現業職内部での 「職」の異動である職種換
の場合は職員団体の交渉や本人同意が事実上で求め られている。 しかし,事
務職内部の場合には,配 置先の変更は 「配置換」にあたるが,職 名換や職種
換 に該当しなければ労働条件変更 とは見なされないので,任 命権者の一方的
な命令によりなされているのが実態である24)。
図表2.小 樽市行政機構図25) 部 局 課かい数
公営企業管理者 水道局 9
市長 助役(1名)
消防団
消防本部9
小樽第二病院6
小樽病院8
港湾部3
建築都市部6
土木部5
環境部4
保健所4
福祉部8
市民部13
経済部7
財政部6
企画部4
総務部4
t
【-1
収入役 1-1会 計課 1
教育委員会 教育長 学校教育部
社会教育部
8
10
市議会
選挙管理委員会
農業委員会
監査委員
公平委員会
固定資産評価審査委員会
事務局1
事務局1
事務局1
事務局1
事務局1
事務局1
号により,役付職員以外の職員の勤務箇所の変更及び現に就いている役付の職の
他の役付の職への変更であり,人事異動の大部分がこれに該当し,配置換及び役
職換自体では労使交渉の対象とならない。
24)前注23のとおり,実態として,現業職の 「職」の変更は,「職種換」にあたる場
合には労働条件変更に該当し,労働条件変更は事前協議制によって職員団体との
交渉を要する(後述三.2参照)。
25)小樽市総務部職員課発行 『小樽市職員録』(2000年6月1日現在)により作成した。
ただし,部局以上に限って図示し,課(室 ・センター等を含む)及び係の機構は
図示を省略した。
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(2)公務員労働者の中での職員及び職員団体
「一般職」である小樽市職員について見ると,「勤務条件条例主義」の下で,
個別的にも集団的にもその労働条件の決定にあたって現実に大きな役割 を果
たすのは,地 公法上の 「職員団体」及び地公労法により一部適用される労組
法上の 「労働組合」である。最初に,労 働条件決定システムで重要な役割を
果たす関係行為者である職員団体等が,小 樽における組織労働者全体,労 働
組合全体及び公務員労働者全体の中でどのような位置を占めるのかを見てお
くと以下の図表3.の とお りである。
図表3.平成11年度雇用労働者,適用法規別組織状況(小樽市分)26)
適用法規別 組 合 数 構成比% 組合員数 人 構成比% 備 考
労働組合法 110 82.1 5,564 56.1
国営企業
労働関係法
5 3.7 709 7.1
地方公営企業
労働関係法
2 1.5 194 2.0
国家公務員法 10 7.5 758 7.6
地方公務員法 7 5.2 2,695 27.2
計 134 100.0 9,920 100.0
雇用労働者数
合 計
57,391
推定組織率 17.3%
26)北海道後志支庁小樽商工労働事務所 「平成11年度労働組合基礎調査結果(小 樽市
分)」によ り作 成 した。 なお この調査結果 は,北 海道ILO協 会小樽支 部発行
「ILOOTARUNEWS」No.160(2000年4月)16頁にも公表されている。
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これを見ると,い わゆる組織労働者の中で,公 務員 ・公共部門労働者は,
44%を占めてお り,公務関連の構成比が非常に高いことが分かる。その中で
も,地方公務員法適用組合員は,27.2%で最 も大 きな部分である。本論の考
察対象である地方公務員労働者が,小 樽市において,人 数的に大 きな部分を
占めてお り,この点で も,これ らの労働条件決定システムの研究をす る現実
的意義が見出される。なお,小樽市分において地方公務員法適用組合員とは,
必ず しも,小樽市職員に限られている訳ではない。具体的には,小 樽市の一
般職たる職員の他に,北 海道の出先機関である,後 志支庁所管の小樽市内の
機関や小樽土木現業所その他の北海道職員 もあり,次 に,小樽市内の公立小
中学校並びに道立高等学校などの教職員もあ り,これ ら全体 を含んでいる。
従 って,小樽市職員で問題 となるのは,上 記の図表2.の 地方公務員法適用
組合員の一部分 と,地方公営企業労働関係法適用組合員である小樽市水道局
などに限られる。27)
次に,小樽市職員の人数的構成 ・団結権区分は以下図表4.の とお りであ
る。
(3)人事機関:任 命権者及び公平委員会
地方公務員の労働条件決定にあた り登場する他方の関係者は,人 事機関で
あ り,小樽市の場合は,前 記の任命権者(地 公法第6条 第1項)及 び公平委
員会(地 公法第7条 第3項)で ある。任命権者については,図 表4.で 示 し
たとお り,市長,教 育長,議 会,各 委員会,公 営企業管理者及び消防長であ
る。その権限は,地公法並びにこれに基づ く条例,規則及び規程に従 って,「職
員の任命,休 職,免 職及び懲戒等 を行う」 と定め られる(地公法第6条 第1
項)。現実には,各任命権者が互いに独立してその権限を行使するのではな く,
市長部局の総務部が統一的にその事務を取 り扱い,総 務部職員課が事務分掌
27)小樽市内の労働組合の詳細は,北海道後志支庁小樽商工労働事務所 『平成11年度
後志支庁小樽商工労働事務所管内労働組合名鑑』(2000年4月)より引用した。
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図表4.小樽市職員の任命権者別人員構成,団結権等区分28)
任命権者 機 関
一般職の人員構成 ・団結権等区分 嘱託員等
人 員
構 成比
%
適
用
法
規
職
員
団
体等
登
録
機
関等
嘱託
臨時
職員
適
用
法
規
総 数
人
管理職
等29)
その他
市 長
市立小樽病院 404 47 357 17.8 地
方
公
務
員
蓄
樽
病
職組
公
平
委
員
会
108 地
方
公
営
企
業
労
働
関
係
法
市立第二病院 235 24 211 10.3 市
役
所
職
員
組
合
84
病院以外の市長部局 961 121 840 42.2 175
教育長 教育委員会事務局 230 21 209 10.1 98
市議会 議会事務局 12 2 10 0.5 0
各委員会 各委員会事務局 16 5 11 0.7 1
公営企業
管理者 水道局 136 12 124 6.0
地
公
労
法
水道
労
組
地
労
委
11
消防長 消防本部消防署 281 12 269 12.4
地
公
法
適
用
除
外
一 6
合 計 2,275 244 2,031
%
100.0 483
一般職の
構成比
%
100.0 10.7 89.3
28)小樽市総務部職員課発行 『小樽市職員録』(2000年6月1日現在)収 載の全職員
氏名 を機関毎 に勘定 して作成 した。ただ し,一 部の嘱託職員等の員数は,2000年
9月の小樽市議会 に提 出された小樽市 『平成11年度事務執行状況説明書』(2000
年8月)に よる。
29)小樽市管理職員等の範囲を定める規則(昭 和41年公平委規則第2号)を 当てはめ
て,前 注12の 『小樽市職員録』の中か ら勘定 して算出 した。ただし,消 防につい
ては,地 公法上で職員団体規定が適用除外 とな り,本規則 も適用 されないので,
規則類似の職 に当てはめて推定 した。
30)単純な労務に雇用 される一般職 に属する職員で,水 道局の企業職員以外の職員 に
ついては,地 公労法が適用 される(地 公法第57条,地公労法附則5)。 しか し,
小樽市においては,「単純労務」職員のみの労働組合は結成 されていないので,
身分取扱 を別として,団 結権については上表のとお り地公法の適用が問題 になっ
ている。
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す るのであり,そ の他の任命権者の権限は形式的の性格 を有 している。市長
部局以外の各任命権者の上記権限は,市 長部局の総務部の了解や決裁がなけ
れば行使できない実態 にある。その根拠 は,地 方 自治法第180条の3の 職員
の融通,同 法第180条の4の 職員定数等についての勧告 または協議の規程 に
ある。従 って,職員の労働条件決定に当たっては,複数の任命権者の中でも,
実質的には市長がその中心的役割 を果たしていることになる。その任命権者
の権限行使にあたっては,市 長の補助機関として,特 別職である助役(自 治
法167条)が職員団体 との直接の交渉当事者となって市職員全体 に係わる事
項について交渉 し,さ らに,各 部局 に限定する事項については,一 般職であ
る各部長(局 長)が 助役の委任を受けて交渉当事者になる。各部長(局 長)
を補佐する立場の,次 長及び課長等 を含めて,職 員団体 との交渉相手側全体
を構成す る一般職たる者は,「管理職員等」(地公法52条3項)とされ,そ の
具体的範囲は公平委員会規則で定められる(地 公法52条4項,小樽市管理職
員等規則2条)。任命権者 とその補助機関を,職 員団体 との交渉相手 と位置
付けた場合 には,そ れを地方公共団体の当局 ともいう(あ るいは,単 に 「当
局」という。)(地公法55条4項)。職員団体 と地方公共団体の当局の交渉を,
労働法上の用語を使用して,「労使交渉」 というのが実態である。
ここで 「労使交渉」というのは,労働法上の概念の援用であるが,「使用者」
をどのように捉 えるかで,民 間企業 との相違点が明か となる。労働基準法上
は,「使用者」概念 は,同 法第10条の定めがあるが,こ れは労基法の各規定
により責任 を負 う者を明かにして,労 働基準監督機関の監督対象を特定する
ものである。地公法58条5項により人事委員会をおかない地方公共団体では,
一部の職員 を除き,地方公共団体の長が労働基準監督機関の職権を行 うと定
める。さらに,私企業では労働契約上の一方当事者を意味する。労組法上は,
同法第1条 第1項 によって,労 働者 との団体交渉の一方当事者 を意味する。
地方公務員の場合は,労 基法第10条は適用除外 とならないが,労 組法は全体
として適用除外 となる。地公法の場合に,「使用者」概念に対応する規定は,
個別的労働関係では 「任命権者」とな り,団体交渉当事者 としての 「使用者」
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に相当するのは,地 公法第55条の 「当局」である。地公法55条4項の交渉当
事者 としての 「当局」 は,「交渉事項 について適法に管理 し,又 は決定する
ことので きる地方公共団体 とする」とされているが,小樽市の実際としては,
市長とその補助機関である助役,人事担当職である総務部長,及び各部(局)
長である。ただし,予備交渉にあたっては,各 部の人事又は庶務担当課長が
当局側の 「窓口」 として予備交渉相手 となる。さらに,実 際に職員団体 との
交渉に登場す る者は,各 部(局)長 交渉の段階では,当 該部(局)の 次長課
長職が同席 して交渉当事者である部長を補佐するので,これらの者全体 を「当
局側」と称す る。交渉場面では,テ ーブルを挟んで,職 員団体の役員である
交渉委員に対峙する側の,相 対す る側に並んだ時に 「当局」 として位置付け
られる31)。
次に人事機関として,公 平委員会がある。地公法第7条第2項 で,指 定都
市以外の市で人口が15万以上のものは,条 例で公平委員会を置 くもの ととさ
れてお り,小樽市公平委員会設置条例により設けられている。その権限は,
職員の勤務条件措置要求の審査,判 定及び措置(地公法第8条 第2項1号),
職員の不利益処分不服 申立の裁決又は決定(同 法第8条 第2項2号),職 員
団体の登録(同 法第8条 第2項3号,第53条)で ある。この公平委員会の権
限は,都 道府県及び政令指定都市で設置 される人事委員会(地 公法第7条1
項)の もの と比較す ると大きく制限されてお り(地公法第8条 第1項),職
員の勤務条件 に関する,議会若 しくは長又は任命権者に対する意見申し出権,
任命権者に対する勧告権を有 していない。従って,実 態 として,労 働条件決
定過程においては,公 平委員会は,特 に何 らかの役割を果たしている訳では
ない。それは,第 一に,公 平委員会が,現 実的機能として,労 働条件決定過
程で一定の役割を果たす職員団体の登録機関に過 ぎず,職 員団体の交渉権や
団体行動権制限の代償機能を有するものではないこと,第二に,公 平委員会
の措置要求の審査,判 定及び措置権限や,不 利益処分不服申立の裁決又は決
31)後 記,図 表5.参 照 。
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定権限は,個 別的な紛争処理 を念頭に置いたものである。 しか しながら現実
の多 くの労働条件に関する決定が,紛 争処理 も含めて職員団体の関与による
集団的関係 においてなされていることから,ほ とんど活用 される余地がない
ことな どに理由がある32)。小樽市における公平委員会は,日 常的には,小
樽市に既に存在する二つの職員団体の毎年の役員選挙の結果 を受けて新役員
への変更の届出の審査受理,組 合規約改正の審査受理の二つの機能を果たし
ている。職員か らの措置要求の審査,不 利益処分の不服申立の裁決及び決定
は,こ の30年間に一例 もない。従って,こ れらは一つの法的手段 としてのし
かし最後のものではないが,あ る存在意義 を有 しているものの,日 常的な労
働条件決定システムの中での法的手段 として活用されることのない実態にあ
る。
(4)その他の関係行為者:議 会,自 治省及び人事院
職員の労働条件決定過程 において登場する関係行為者 として,大 きな役割
を果たすのは,そ の他に,議 会がある。地公法24条6項で,「職員の給与,
勤務時間その他の勤務条件は,条例で定める。」とされてお り,このことは,
地方 自治法上も,第204条第3項 で,特 に職員の給料,手 当及び旅費につい
て条例で定めなければな らないことを規定 し,第204条の2で 条例 に基づか
ない給与等 を禁止 している。 ここでいう条例 とは,地 方自治法第14条による
ものであり,これを設け又は改廃することは,地 方自治法第96条第1項1号
により,議会の議決案件 とされている。従 って,職 員の労働条件決定過程 に
おいては,職 員団体が,任 命権者,中 でも中心的な権限を持つ市長又はその
補助機関 としての助役 と交渉 し,その結果を踏まえて,市 長が条例案を議会
に送付 し,その議決を経て始めて確定 し,職員に適用 されるという実態にあ
る。ここにおいて,議 会は,職 員の労働条件決定にあた り,重要な役割を果
32)渡辺 賢,前 掲 「公務員の労働基本権」論文は,「地公法46条が職員団体による
措置要求の申立権 を認めたものではなく,当 局 との交渉要求 も措置要求の対象外
とされていることは大 きな問題である。」(206頁)と指摘する。
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たすことになる。議会は,地 方 自治法91条第2項7号 により,36人の議員で
構成 されてお り(小樽市議会議員の定数を減少する条例(昭 和61年条例第13
号),会派内訳 としては,市長与党の自民党,市民クラブ,公明党及び民主党 ・
市民連合 と,野党の共産党で構成 される。
職員の労動条件決定過程に市議会が条例制定において関与することの現実
的意義は,第 一に,市 長は,職 員団体 との交渉において,市 議会に条例案を
提出した場合に,議 会各会派の賛同を取 り付けることができるか否かを一定
程度想定 して交渉に臨むようになる。よって,市 長が職員組合 との交渉で労
働条件変更を提案する場合 も,市 議会の支持 を得 られることを前提 とした内
容 を提示するようになる。第二に,職 員の労働条件が条例によって規定され
るために,そ の決定変更が市長 より提案 された場合には,市 議会の審議の中
で,そ のチェック機能が働 き,市長提案の職員労働条件変更に対 して,職 員
団体 との協議 を尽 したか否か,「労使合意」 を前提 に議会提案 したか否かが
議員か ら問われることになる。 これ らのとお りの市議会の果たす二つの機能
は,そ の議案の性格や当該自治体 を取 り巻 く状況及び社会情勢の変化によっ
て,ま たその市会議員選挙の結果によって会派構成が変わるとその重点 も変
わりうる。
また,議 会の審議にあたって,職 員団体の役員が参考人として議会に招致
される場合 もある33)。このような場合 には,労働条件に関わることは,「労
使交渉事項」であるとして議会からの介入 を受け入れられないとの立場を明
らかにしつつ,議 会への出席にあたって参考人質疑の内容を限定するべ きこ
とを条件に出席することになる。職員の労働条件は,議 会で審議決定される
条例 に拘束 されるので,組 合は議会か らの要請を無視することはできない。
また逆 に,職 員組合は自分たちの労働条件上の要求を実現するには,納 税者
である市民の支持を得なければならず,そ の代表者である市議会からの招請
33)最近では,2000年1月28日に,小 樽市議会市立病院問題調査特別委員会に,職 員
団体三役が参考人 として招致 され,市 立病院建替え問題 についての意見を求めら
れた。
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質疑に対する説明の 「義務」があると理解 している。これらの判断要素を踏
まえて,法 律上の直接の関係 はないが,市 議会 と職員団体は,事 実上で何 ら
かの関係 を有 している。
さらに,自 治省は,地 公法59条により,地方公共団体の人事行政に協力及
び技術的助言をすることができる。その方法は,① 通知,通達 ② 条例,
規則等の準則 ③ 行政実例 ④ 会議 ⑤ 研修 ⑥ その他がある。34)
このことは,憲 法第92条から第94条の地方自治の規定 との関係で,地 方自治
の本旨と抵触 しないかが問題 になるが,現 実の運用では,法令解釈実務や地
方財政を通して 自治省の 「指導」が貫徹 されている。その結果,地 方公務員
の労働条件決定にあたって,自 治省 「指導」の重みは,法 の規定以上の効果
を発揮 していると言 える。
また,自 治省は,政 府部内の省であ りなが ら地方公務員に影響力を有して
いるが,国 家公務員の勤務条件及び俸給表については,国 会及び政府に対し
て勧告権限を有す る人事院がその影響力 を発揮 している(国 公法28条第2
項)。人事院は,直 接には,国 家公務員の給与について国会及び政府 に勧告
するが,政 府部内の自治省は,そ れを踏 まえて地方公共団体に対 して,地 公
法59条により技術的助言をする。 したがって,人 事院による給与についての
勧告は,そ れを受けた政府の自治省を通 して地方公共団体に適用されること
になる。 自治省や人事院は,小 樽市職員で組織する職員団体の直接の交渉相
手ではないが,法 制度やその解釈通知 また地方財政の配分を通 して,職 員の
労働条件に大きな影響 を与えている。 こうした場合には,職 員組合は,そ の
地方公務員労働組合の全国的な上部団体 を通 して35),自治省や人事院 との
34)鹿児島重治 『逐条地方公務員法 第6次 改訂版』学陽書房(1996)982頁による。
そして,同 書 は,地 公法59条の解釈 として,「個別の問題についても,た とえ当
該事案が労働問題や給与の問題であって も,そ れが地方公共団体の人事行政の運
営 において本法の趣 旨を実現するために資するものである限 りは,自 治省が助言
を行い,適 切な協力 を行 うことは可能であ り,本 条は個別の問題に自治省が関与
す ることを禁止するものではないといってよい。」(983頁)とする。
35)全日本自治団体労働組合(自 治労),及 びこれを構成団体 とする公務員連絡会が
それにあたる。
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交渉 を行う。上部団体による自治省や人事院との交渉については,特段の法
律上の根拠はないが,賃 金,労 働時間に関する法制度改変,人 事院規則改変
についての交渉が通年 もたれている。その交渉内容は,そ の当日または翌 日
にファックス電話情報で,あ るいは日数をおいて文書で,加 盟する各組合に
情報通知がなされる。職員組合は,そ の交渉情報を,組合の機関会議で報告
した り,内容の要約を組合ニュースに掲載 して,こ れを早朝出勤時の組合員
に門前で配布 して伝達する。
二.職 員としての任用と個別的労働条件の適用
1.任 用
小樽市は,概 ね毎夏か ら,各部で次年度の職員の欠員発生や補充及び事業計
画について検討 して,総 務部当局で集約 され,市 政運営の方針や財政状況の検
討 も踏まえて市全体の採用計画が立てられる。その際,職員団体や労働組合が,
各部長(局 長)交 渉を行 って,欠 員の確認と補充方針,市 全体の計画について
は,総 務部当局や助役 との交渉が展 開される。そのような経過 を辿って,市 職
員の募集 ・試験 ・採用が実施され,職 員が任用される。
職員の勤務条件が決定される前提 として,現 に職員でない者が職員の職に任
命 されるという意味での任用がなされることによって,地 方公務員たる市職員
になる(地 公法17条1項)。職員の任用 は,地 公法17条に規定があるが,こ の
条文では任命権者の権限を定める構造 となっているので 「採用」 と表現されて
いるが,採 用 される者の立場か らは 「就職」 と表現 される。 ところで,判 例上
では,採 用 に関する条件 は労働条件 であることが否定されてお り36),契約の
自由に根拠を持つ企業の人事権のなかでの,採 用の自由の内容 と限界として論
36)三菱樹脂事件,最 大判昭48・12・12民集27巻11号1536頁では,「労働基準法3条
は労働者の信条によって賃金その他の労働条件 につ き差別することを禁 じている
が,こ れは,雇 入れ後における労働条件についての制限であって,雇 入れそのも
のを制約する規定ではない」 とす る。
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じられてきた。37)
地公法では,「採用」は任命権者の権限であ り,職員の職に欠員 を生 じた場
合になす ことができる。人事委員会を置かない地方公共団体 においては,採 用
は,競争試験又は選考によるものとされる(地公法1ケ条4項)。小樽市の場合は,
前章で述べた行政機構 に配分 された職に欠員が生 じた場合に,一 般事務職,技
術職,労 務職として採用 される。一般事務職の場合 には,前年秋に公募 し,競
争試験(筆 記試験及び経歴評定,実 地試験,ロ 述試験,身 体検査又はその他)
を実施 し,通常,年 が明けた4月1日 に採用 となる。看護婦等の場合は,年 度
途中に公募,採 用 もあ りうる。 これ らの職員の採用については,受 験成績 そ
の他の能力の実証に基づいて行 うとの根本基準が適用 される(地 公法15条)。
なお,小 樽市の職員募集案内文書 には,必 ず地公法16条の欠格条項全文が引用
されて,採 用試験を受けることが出来ない者を明示 している。
小樽市においては,職 員の採用は,小 樽市職員任用規則で定められる。この
採用 を発令 した場合には,小樽市職員の任免等の発令に関する規定4条により,
特別の事情がある場合を除いて,辞 令書を交付することになる。採用の辞令書
は,通 常,市 長又はその補助機関か ら,採用月 日の朝,当 該職員本人に交付 さ
れる。辞令書の発令形式 には,氏 名及び職名 を頭書 し,発令事項欄 には,事 務
職の場合 「小樽市事務吏員に任ずる。行政職給料表○○級○○号俸 を給する。
○○部○○課○○係勤務を命ずる。」 と記 され,次 に発令 「年月 日」 を,最 後
に任命権者である 「市長名」欄には市長の職名と氏名を記入 し,職印を押印す
る。
このような発令形式によって職員としての採用を行 うにあたっては,任命権
者は職員の職に欠員を生 じた場合に採用をなすが,実 際に採用を行 うか どうか
は,任 命権者の裁量権の範囲内の問題と考えられてお り,欠員があっても必ず
採用を義務づけられる訳ではない。私企業では,雇 入れ人数決定の自由として
37)菅野和夫,前 掲書 『労働法』'(第5版)は,「採用の自由は,労 働契約関係 におい
て使用者が有する契約の自由の根幹的内容 ととらえることがで きる。」(123頁)
とする。
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考察 されているが38),実態 としては,こ れは欠員を定数条例 との関連でどの
ように捉えるかという点も含めて,職 員団体である組合 と地方公共団体 との問
で常 に交渉事項 となっている。定数条例の定める職員数は,現 員数より多めに
若干の余裕を持 って設定 してあるが,そ れでも職員の定年退職や自己都合退職
などによって現員数に自然減が常にあり,定数 と現員数の差は拡大する。この
場合,廃 職 とならない限 りは,欠 員の職 をどうするかが問題であ り,労働条件
上での 「人員確保」の問題 として交渉課題 となる。欠員が補充されるか否かは,
該当する係あるいは課の職員にとっては,業 務量が増 えるか もしれない重大問
題であるという意識があるか らである。 この場合,市 の財政事情 を理由に,欠
員補充をお こなわず廃職にすることを当局が提案することもあ りうるし,あ る
いは,欠 員を確認 したままで不補充のままとする提案を出す こともありうる。
この外に,「労使確認数」 として,組 合 と当局で交渉合意 した数 もあ り,これ
に対する補充 も交渉になる。例えば,市 立病院の看護婦数は,○ ○○人 と労使
合意 してあれば,退 職により欠員が生 じた場合は,労 使合意による確認数を回
復するとい う意味で,欠 員補充 を行うように当局を拘束することになる。これ
を当局が遵守 しない場合 には,組 合は,当 局に労使合意違反でその責任 を追及
する根拠を得 ることになる。 このように,職 員の職に欠員を生 じた場合に,現
に職員でない者 を職員に採用するとの基準 となる 「欠員」 とは,① 定数 ②
前年度の現数,③ 労使確認数 というレベルで,常に交渉事項となり,通常は,
① よりは②が,② よりは③が当局 に対する拘束力が強 くなる。 このように,採
用の自由の一側面 としての雇入れ人数決定の自由の原則にもかかわ らず,欠 員
補充が,実 態 としては労使交渉事項とされているのは,欠 員 となる職の業務自
体がな くなるものではな く,残 された業務が他の職員に新たな負担 として担わ
され,そ のために労働強化になる可能性があるとされるためである。組合は,
38)菅野和夫,前 掲書 『労働法』(第5版)は,雇 入れ人数決定の自由について,「こ
の 自由は,事 業遂行上の必要性 と支払能力に照 らして企業が自由にな しえること
が らであ り,営 業の自由の一内容をないている。現行法上,こ の 自由を制限する
法規制は存 しない。」(125頁)とする。
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このような労働強化は,労 働条件の重要な変更に該当し,労使交渉事項である
との立場で交渉を行う。
採用 に係る問題が,労 働条件の一側面 として,組 合 と当局の交渉課題 として
は,① 採用内定の問題 ② 条件付任用期間の問題 ③ 採用月 日の問題が
生 じうる。始めに,採 用内定については,職 員の採用試験が例年秋に行われ,
その結果が受験者本人に通知されるが,辞 令交付は,翌 年の4月1日 であるの
で,こ の間に内定が取 り消 されることになると,採用試験の合格者は,ど のよ
うな法的手段をとりうるかが問題 となる。労働法上は,採 用内定は,内 定通知
の段階で,入 社 日を始期 とす る労働契約が成立 した もの と見 なされるが39),
公務員法上は,辞 令交付によって公務員の地位 を取得するので,内 定は準備手
続の事実上の行為である。40)小樽市でこの点が問題になったことはないが,
地元の新規学卒者にとっては,市 内の企業 と市役所で就職内定の法的取扱に相
違があることは受け入れがいたいことであ り,これまでのところ,市 も一方的
都合で採用内定を取 り消すことは していない。
条件付任用期間については,地 公法第22条第1項 で,職 員の採用は,す べて
条件付であり,6月 を勤務 して職務を良好 な成績で遂行 したときに正式採用 と
なるとされる。この規定の定める期間は,実 務上,労 基法第21条4号の 「試の
使用期間」 と解 されてお り,この6月 を 「勤務 して良好な成績で遂行」 した場
合は,特 別の手続 を要す ることな く,期間満了の翌 日に当然に正式採用になる
実態である。41)
2.個別的労働条件の適用の意義
採用 された職員の労働条件はどのように定め られるかが次の問題であるが,
民間企業の場合には,労 基法や最賃法などの強行法規に違反 しない範囲で,企
39)大日本印刷事件 ・最二小判昭和54・7・20民集33巻5号582頁
40)東京都建設局事件 ・最一小判昭和57・5・27民集36巻5号777頁
41)しか し,例 えば,条 件付任用期間中に,私 生活で刑事事件の被告 まではならない
が,何 らかの非行があった場合に,6月 満了時に退職 とする場合 には,条 件付任
用期 間中なので処分 しやすいというとい う判断が働 くと考えられる。
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業の使用者側 と企業に雇用 される労働者の所属する労働組合 との交渉によって
決められた労働協約や,こ れに反 しない範囲の就業規則,こ れに反 しない範囲
の労働契約,こ れに反 しない範囲の職務命令が適用される。私企業に雇用され
る労働者の労働条件に関する規範的効力の段階的構造 の順序 を,概 略図式化す
ると次のようになる。
憲 法42)⇒労 基 法43)等の強行法規 ⇒ 労働協約44)⇒就業規則45)⇒
個別労働契約 ⇒ 個別職務命令
これに対 して,公 務員の場合は大 きく異なる。国家公務員については,次 の
とおりである。
憲 法46)⇒国家公務員法47)⇒給与法等 ⇒ 人事院規則48)⇒
訓令 ・職務命令
地方公務員の場合は,次 のようになる。
憲 法49)⇒地方自治法50)⇒地方公務員法51)⇒労 基 法(部 分)52)⇒
条 例53)⇒規 則 ⇒ 訓令 ・職務命令
42)憲法第27条第2項
43)労基法92条
44)労組法第16条
45)労基法93条
46)憲法73条4項
47)国公法第28条第1項
48)国公法第106条
49)憲法73条4項は,国 家公務員たる 「官吏」についての定めであ り,「公吏」 とさ
れる地方公務員については,同92条の地方自治の本旨,同94条の地方公共団体 の
条例制定権 を介 して憲法上で根拠づけ られる。
50)地方 自治法第172条第4項
51)地公法第14条
52)地公法第58条
53)地公法第24条第6項
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このように,私 企業では,強 行法規の範囲内で労使の自主的規範である労働
協約,過 半数組織労働組合等の意見聴取が届出条件 となる就業規則,労 働契約
及び労働慣行によって労働条件が定まる。これと違って,公 務員の労働条件は
法律や条例でほぼ全てが定め られてお り,労使の自主的規範である労働協約以
下については法律上存在 しない。このような詳細 にわたる公務員の労働条件の
決め方を特徴づけて 「勤務条件法定主義」 とい う54)。さらに,地 方公務員に
ついては,地公法の定めを踏まえて,特 に 「勤務条件条例主義」 ということも
ある。公務員労働者については,こ のような個別労働条件適用の方法について
の,民 間企業労働者との大 きな違いがどのように形成されたか,ま たそれが ど
のような効果をもたらすかは,本 論の直接の考察対象ではない。以下では,こ
のような実定法上の 「勤務条件条例主義」を前提 として,地 方公務員労働者の
労働条件決定システムが どのように法律的に構成 されるかを検討する。その際,
私企業労働者の労働条件決定システムの法律的構成 とどのような共通点と相違
点があるかが関心の対象 となる。
「勤務条件条例主義」が,公務の職場でどのように機能 しているかは重大で
ある。民間企業の労働者の労働条件では,労 使協約,就 業規則,労 働契約及び
職務命令 によって定まるが,そ の解釈は使用者 と労働組合又は使用者 と労働者
の合意の意思解釈 としてなされる。 しかし,地方公務員の場合の労働条件の解
釈 は,「勤務条件条例主義」の下では,任 命権者 と公務員の合意は想定されな
い し,そ もそも両者の意思解釈ではなく,法律 と条例の規程の客観的意味の解
釈が問題 となっているのである。
54)阿部泰隆 ・中西又三 ・乙部哲郎 ・晴山一穂 『地方公務員法入門』(1983年)は,
勤務条件法定主義の憲法上の意義 として,憲 法73条4号と27条2項を挙げて,勤
務条件基準法定主義であることを明かにし,「現行法制に よるこのような詳細 な
規律がはたして憲法上の勤務条件基準法定主義の要請するところであろうか」と
指摘 している(63頁)。
